
 

彩の国さいたま人づくり広域連合行政不服審査法関係手数料条例 

令和５年２月８日 

条 例 第 ６ 号 

 

（手数料の納付）  

第１条 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号。以下「法」という。）第 

３８条第１項（他の法令において準用する場合を含む。）の規定による交付

を受ける者は、この条例の定めるところにより、別表に定める額の手数料を

納めなければならない。  

（手数料の減免）  

第２条 審理員（法第１１条第２項に規定する審理員をいう。）は、経済的困

難その他特別の理由があると認めるときは、前条の手数料を減額し、又は免

除することができる。  

２ 審査庁（法第９条第１項に規定する審査庁をいう。）が同項第３号に掲げ

る機関である場合又は同項ただし書の特別の定めがある場合における前項の

規定の適用については、同項中「審理員（法第１１条第２項に規定する審理

員をいう。）」とあるのは、「次項の審査庁」とする。  

（準用）  

第３条 第１条及び前条第１項の規定は、再審査請求について準用する。この

場合において、第１条中「第３８条第１項」とあるのは、「第６６条第１項

において読み替えて準用する法第３８条第１項」と読み替えるものとする。  

２ 第１条及び前条第１項の規定は、法第８１条第３項において準用する法第 

７８条第１項の規定による交付について準用する。この場合において、第１

条中「第３８条第１項」とあるのは「第８１条第３項において準用する法第

７８条第１項」と、前条第１項中「審理員（法第１１条第２項に規定する審

理員をいう。）」とあるのは「彩の国さいたま人づくり広域連合行政不服等

審査会」と読み替えるものとする。  

（手数料の還付） 

第４条 既に納めた手数料は、還付しない。ただし、広域連合長が正当な理由

があると認めるときは、この限りでない。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則等で定める。 

   附 則  

 （施行期日）  

この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 


